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研究要旨 本分担課題では、2026 年度に実施する人材育成プログラムの試行実施に向けて、実施機関

の選定や環境整備を行い、全国規模での試行実証を行うことを目的とする。それに向けた実証方針を策

定することを目標とした。 

2026 年度に実施する人材育成プログラムおよび人材育成プログラム導入指針・マニュアルの試行実施

に向けて、協力団体での準備状況に関する情報収集、支援機器の人材育成についての新たな領域開拓

に関する情報収集を行い、試行実証の方針を策定した。人材育成プログラムの試行実証については、各

協力団体での実施と関連する養成校での実施を想定し、実施機関の選定を行った。さらに人材育成プロ

グラムの評価方法については、カークパトリックモデルのレベル 1（満足度）、レベル 2（理解度、自立度）、

レベル３（行動変容）の評価を実施することとした。レベル 1、レベル２の評価については、研修の前後での

アンケート取得、レベル 3 については自由記述式のアンケートやヒアリングにてデータ収集を行い、効果

を測定することとした。人材育成プログラム導入指針・マニュアルについては、視覚障害者の歩行訓練領

域とニューロリハビリテーション領域に着目し、指針・マニュアルを活用した人材育成プログラムの試作を

行うことで実施する方針とした。以上より、2026 年度実施予定の試行実証の準備を整えることができた。 

A．研究目的 

昨今の社会情勢の変化に伴い、支援機器の開発

および普及のさらなる促進が求められており、障害者

の特徴や多様な生活にあわせた支援機器の開発や

利活用のために、医療や福祉、工学の専門職の支援

機器に関する知識やスキルの底上げが重要な課題と

なっており、人材を幅広く育成する仕組みが必要とさ

れている。 

そこで本研究では、障害者のための支援機器開

発・利活用に携わる医療福祉専門職や開発者のすそ

野を拡大するために、支援機器開発・利活用過程に

おける実践的な学びの場の提供及び人材育成のた

めのプログラムを策定することを目指して研究に取り

組んでいる。 

本分担課題では、2026 年度に実施する人材育成

プログラムの試行実施に向けて、実施機関の選定や

環境整備を行い、全国規模での試行実証を行うことを

目的とする。今年度は、それに向けた実証方針を策

定することを目標とした。 

 

B．研究方法 

１. 人材育成プログラム試行実証の方針策定 

これまでに、各専門職領域にて支援機器の開発や

利活用を促進する人材育成プログラムの作成を進め

ている以下の団体を対象として、試行実証についての

ヒアリングおよび意見交換を実施した。 

【対象団体】 

・ 日本言語聴覚士協会 

・ 日本作業療法士協会 

・ 日本視能訓練士協会 
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・ 日本支援工学理学療法学会 

・ 日本地域理学療法学会 

・ 日本理学療法教育学会 
・ 全国大学理学療法学教育学会 

・ 日本生活支援工学会 

 

 論点は以下に示す通りとした。 

1) 受講対象者 

2) 実施内容 

3) 実施形態 

4) 人材育成プログラムの評価方法 

 

さらに、得られた情報をふまえて、各団体での試行

実証の方針を策定した。 

 

２．人材育成プログラムの評価方針の策定  

各協力団体で構築した人材育成プログラムの試行

実証において、実施したプログラムの評価を統一的に

実施することを想定し、先行研究における評価手法に

ついて、情報収集を行った。 

得られた情報と前述の各協力団体とのヒアリング・

意見交換の状況をふまえ、評価方針を策定した。 

 

３．人材育成プログラム導入指針・マニュアル 

試行実証の方針策定  

 支援機器人材育成プログラムの導入指針・マニュア

ルの試行実証実施に向け、本研究で対象としていな

い領域の現状把握を行った。領域の選定にあたって

は、より医療に近い領域と生活支援に関連する領域

について候補を挙げ、そこから対象領域を選定するこ

ととした、選定した領域については、現状把握のため

のヒアリングを実施した。さらに、その結果を基に、試

行実証実施に向けた方針を策定した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究で実施した内容には、人を対象とした調査

や実験は含まれておらず、個人情報も取り扱っていな

いが、団体へのヒアリング調査においては、参加者に

口頭及び書面にて趣旨を説明し同意のもと実施した。 

 

C．研究結果 

１. 人材育成プログラム試行実証の方針策定 

 ヒアリングおよび意見交換により得られた、各団体で

の試行実証の方針を以下に示す。 

 

（１）共通項目 

1) 人材育成プログラムの評価方法 

アンケートによる評価を予定 

 

（２）日本言語聴覚士協会 

1) 受講対象者 

卒後者および学生を対象 

2) 実施内容 

利活用人材に関する半日分の講習会実施を予定 

生涯学習プログラムとして実施し、専門職および

学生が同じ内容を受講する予定 

3) 実施形態 

オンラインでの実施を予定 

 

（３）日本作業療法士協会 

1) 受講対象者 

卒後者を対象 

2) 実施内容 

開発人材に関する 6 コマ、半日プログラムとして

実施予定 

3) 実施形態 

オンラインでの実施を予定 

 

（４）日本視能訓練士協会 

1) 受講対象者 

卒後者および学生を対象 

2) 実施内容 

利活用人材に関する 90 分プログラムを実施予定 

協会での生涯学習および養成校での講義を実施

予定 

3) 実施形態 

対面／オンライン／オンデマンドでの実施を予定 

ビデオコンテンツとの併用も実施する予定 
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（５）日本支援工学理学療法学会 

1) 受講対象者 

卒後者および学生を対象 

2) 実施内容 

開発人材に関する１日のプログラムを実施予定 

3) 実施形態 

対面およびオンラインでの実施を予定 

 

（６）日本地域理学療法学会 

1) 受講対象者 

地域理学療法の実務者を対象 

2) 実施内容 

利活用人材に関する１日のプログラムを実施予定 

3) 実施形態 

対面およびオンラインでの実施を予定 

 

（７）日本理学療法教育学会 

1) 受講対象者 

養成校の教員および学生を対象 

2) 実施内容 

利活用人材に関する１日のプログラムを実施予定 

3) 実施形態 

対面での実施を予定 

年次大会に合わせた実施を想定 

 

（８）全国大学理学療法学教育学会 

1) 受講対象者 

学生を対象 

2) 実施内容 

開発人材に関する 90 分のプログラムを実施予定 

3) 実施形態 

対面での実施を予定 

年次大会に合わせた実施を想定 

 

（９）日本生活支援工学会 

1) 受講対象者 

卒後者および学生を対象 

2) 実施内容 

開発人材に関する 90 分のプログラムを実施予定 

3) 実施形態 

オンラインでの実施を予定 

 

2026 年度における試行実証の実施に向けた課題

についても意見交換を行ったが、いずれの団体も大き

な課題は無い旨を確認した。 

 

２．人材育成プログラムの評価方針の策定 

（１）支援機器人材育成プログラムの評価に関する先

行研究の調査結果 

支援機器の人材育成プログラムに関する先行研究

では、本プロジェクトに関連する以下の 2 件に着目し

た。 

・自立支援機器イノベーション人材育成事業 事業報

告書 7) 

・障害者の支援機器開発に携わる医療・福祉・工学分

野の人材育成モデル構築に資する研究 令和 4

年度 総括・分担研究報告書 8) 

 1)の研究では、支援機器の開発に携わる人材の育

成プログラムを実施し、理解度、自立度、満足度の 3

項目で評価していた。理解度については、「１：全く理

解しでいない」～「５：詳細に理解している」の 5 段階

での主観的評価と、到達目標に合わせた問いに対す

る記述式回答を 5 段階で点数化した客観的評価が実

施されており、研修の受講前と受講後の点数の比較

により、効果が示されている。また、自立度について

は、「１：何を行えばいいか全くわからない」～「５：自分

ひとりで行動できる」の 5 段階での主観的評価が実施

されており、受講前と受講後の点数の比較により、効

果が示されている。満足度については、「１：非常に不

満足」～「５：非常に満足」の 5 段階の主観的評価を

研修後に行うことで、効果が示されている。 

 2）の文献では、支援機器の開発に携わる人材育成

プログラムを実施し、満足度、時間、難易度、学んだこ

とについて、研修終了後に評価を行っていた。満足度

については、「満足」、「やや満足」、「普通」、「やや満

足していない」、「満足していない」の 5 段階での主観

的評価を実施していた。時間、難易度についても同

様の 5 段階での主観的評価を実施していた。また、

学んだことについては、自由記述での回答を得てい

た。 
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（２）研修の評価方法に関する検討 

 代表的な研修の効果測定として、カークパトリックモ

デルに着目することとした 9)。このモデルは、 このモ

デルは、教育学 11)や企業研修 12)、プロジェクトマネジ

メント 13)など、研修の効果測定に幅広く活用されてい

るもので、図 1 に示す 4 つのレベルで研修の効果を

測定する 10)。医療福祉分野での活用は、看護 14)やセ

ラピスト 15)、薬剤師 16)の教育などで行われている。 

 

（３）人材育成プログラムの評価方針の策定 

 本研究で実施する評価レベルの範囲を決定するに

あたり、2-1 で示した先行研究で実施されていた評価

綱目と、2-2 で示したカークパトリックモデルの対応を

整理したところ、表１のような関係が示された。 

 

 

図１ カークパトリックモデルによる評価の 4 レベル 

 

表１ 評価項目の対応 

先行研究の評価項目 カークパトリックモデル 

1) 理解度  レベル２ 

1） 自立度  レベル２ 

1) 満足度  レベル１ 

2) 満足度  レベル１ 

2)  学んだこと  レベル２ 

  

 そこで、2026 年度実施する人材育成プログラムの効

果測定項目としては、カークパトリックモデルのレベル

１～３までを設定し、以下の評価指標を設定することと

した。 

 

レベル１：研修の満足度を以下の 5 段階から選択して

回答する。 

     １:満足していない，2:やや満足していない，

3:どちらでもない，4:やや満足している， 

5:満足している 

レベル２：研修の学習項目の理解度を以下の 5 段階

から選択して回答する。 

     1:理解していない，2:あまり理解していない，

3:どちらともいえない，4:多少理解できた， 

5:理解できた 

レベル２：学習した内容を実行する際の自立度を以下

の 5 段階から選択して回答する。 

     1:全くできない，2:ほぼできない，3:どちらとも

いえない，4:ほぼできる，5:すべて一人ででき

る 

レベル３：養成校等で受講者のフォローが可能な場

合、研修終了後 1 カ月をめどで受講者の支

援機器に関する行動に変化があったかどうか

について、聞き取りもしくは自由記述のアンケ

ートにて情報を取得する。 

  

尚、各協力団体では、レベル 1～２の項目につい

て、回答を研修の前後で取得し、その比較により研修

の効果を測定することとした。また、その他各団体の

意向に合わせた質問項目は、それぞれの団体で設定

し、データを取得する方針とした。 

 

 

３．人材育成プログラム導入指針・マニュアル試行実

証の方針策定  

（１）対象領域の選定 

 人材育成プログラム導入指針およびマニュアルの試

行実証領域の候補を挙げたところ、生活支援の領域

では、視覚障害者歩行訓練領域、意思疎通支援領域、

障害者相談支援領域等が挙げられた。また、医療系

の領域では、リハビリテーション医学領域、ニューロリ

ハビリテーション領域、耳鼻咽喉科領域が挙げられた。

これらの候補から、研究実施体制や実行可能性を考

慮し、視覚障害者歩行訓練領域とニューロリハビリテ
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ーション領域を選定し、日本歩行訓練士会と日本ニュ

ーロリハビリテーション学会へのヒアリングを行った。 

 

（２）視覚障害者歩行訓練領域のヒアリング結果 

歩行訓練士は、歩行訓練のみにとどまらず、視覚

障害者の点字などのコミュニケーション訓練や日常生

活に必要な動作・技能の指導も含む幅広い範囲の支

援を行っている。そこでは、白杖や点字関連の機器、

スマートフォン、タブレット等の ICT 機器等、支援機器

に関連する訓練も実施しており、視覚障害者を対象と

した支援機器の利活用の促進には大きな役割を担っ

ている。日本歩行訓練士会は歩行訓練士の職能団体

であり、組織率は５０％強である。歩行訓練士間の情

報交換、視覚障害者歩行に関わる学術・技術の研鑽、

歩行訓練やそれに関連する視覚リハビリテーションの

普及・向上、歩行訓練士の社会的認知および社会的

地位の向上を目的として活動を行っており、研修会に

ついても、年２回程度開催している。支援機器に特化

した研修等は特に実施していないが、ICT 機器の進

歩等を背景に、そのような機器の教育について問題

意識は存在している。会員２５０名ほどの規模の団体

であり、人材育成プログラムの作成にエフォートを割く

ことの難しさも課題となる。これらをふまえて、協力関

係の構築に向けた準備を進めることとなった。 

 

（３）ニューロリハビリテーション領域のヒアリング結果 

日本ニューロリハビリテーション学会は、神経系疾

患の治療にあたる関連専門家の学際的交流を促進し、

神経疾患に対する再建・リハビリテーション医療の研

究、評価法・治療法の開発、普及、振興に寄与し、神

経再建・リハビリテーション医療の対象となる患者のた

め質の高い環境づくりとその展開に貢献することを目

的とする学術団体である。リハビリテーション医、神経

内科医、脳外科医など様々な分野の医療スタッフが

参画しており、認定医および認定士の資格制度も有

する。先端ニューロ技術や機器（現状では支援機器よ

りもリハビリテーション機器が中心）に関する委員会を

設置しており、それらのマニュアルを作成する計画が

ある。会員の興味に合致するテーマが設定できれば、

支援機器に関する人材育成プログラム作成への協力

の可能性もある。現在作成中の支援機器導入指針や

マニュアルを共有しつつ、協力関係の構築に向けて

準備を進めることとなった。 

 

（４）試行実証の方針策定 

次年度の指針・マニュアルの試行実証について

は、視覚障害者歩行訓練士の領域とニューロリハビリ

テーションの領域を設定することした。協力団体として

は、歩行訓練士協会とニューロリハビリテーション学会

を候補とし、各団体に指針・マニュアルを紹介し、それ

に沿って支援機器に関する人材育成プログラム案の

作成を試行し、研修の内容や難易度、時間等につい

て評価を行うこととした。 

 

D．考察 

各協力団体で作成している支援機器人材育成プロ

グラムの試行実証は、各団体にて実施する準備が進

められており、その点では特に問題なく実施可能な状

態となっている。また、学生を対象とした人材育成プロ

グラムについて、言語聴覚士協会、理学療法教育学

会、大学理学療法学会では、養成校での実施ではな

く、各協会が主催する形での実施が予定されている。

視能訓練士協会では全国の養成校に声掛けをし、協

力可能な養成校にて試行実証を行うこととしている。さ

らに、次年度には各協力団体の県支部や地域で実施

している勉強会などにも声掛けをし、地域での実施も

計画している。以上より、順調に準備が進められてい

る。 

人材育成プログラムの評価については、先行研究

の状況調査の結果をふまえ、広く研修会の評価として

用いられているカークパトリックモデルのレベル 1 から

レベル３までを視野に入れた評価方針を策定し、各協

力団体での試行実証にて共通の評価を実施すること

とした。 

人材育成プログラム導入指針・マニュアルの試行実

証については、情報収集の結果をふまえて視覚障害

者の歩行訓練領域とニューロリハビリテーション領域

の 2 領域を候補として挙げることができた。歩行訓練

の領域は、視能訓練士の領域と比較すると視覚障害

者の生活を支援する役割が大きくなる。ニューロリハビ
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リテーションの領域は、医師も含めた多職種により構

成される領域である。 

本研究では、医療専門職を対象とした人材育成プ

ログラムが多く、今後生活支援により深くかかわる領域

への展開が必要となることから、その足掛かりになるも

のと考えている。 

 

E．結論 

2026 年度に実施する人材育成プログラムおよび人

材育成プログラム導入指針・マニュアルの試行実施に

向けて、協力団体での準備状況に関する情報収集、

支援機器の人材育成についての新たな領域開拓に

関する情報収集を行い、試行実証の方針を策定した。 

人材育成プログラムの試行実証については、各協

力団体での実施と関連する養成校での実施を想定し、

実施機関の選定を行った。さらに人材育成プログラム

の評価方法については、カークパトリックモデルのレ

ベル 1（満足度）、レベル 2（理解度、自立度）、レベル

３（行動変容）の評価を実施することとした。レベル 1、

レベル２の評価については、研修の前後でのアンケ

ート取得、レベル 3 については自由記述式のアンケー

トやヒアリングにてデータ収集を行い、効果を測定する

こととした。 

人材育成プログラム導入指針・マニュアルについて

は、視覚障害者の歩行訓練領域とニューロリハビリテ

ーション領域に着目し、指針・マニュアルを活用した

人材育成プログラムの試作を行うことで実施する方針

とした。 

以上より、2026 年度実施予定の試行実証の準備を

整えることができた。 
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